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「改革２０２０」工程表
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

東
京
都
・
事
業
主
体
へ
技
術
引
渡
し

東
京
大
会

・必要に応じた対処

・実証実験・改良

・車両調達

・事業主体による基本計画の具現化

研究開発

規制・制度
改革

システム設計

事業運行

・自動走行（正着）制御
自動幅寄せ・車高調整機能開発

・PTPS高度化
公共車両優先システム開発

・インフラ整備

改良結果を反映
営
業
開
始

・ARTの車両制御
C-ACC（車車間通信）・路車間通信技術開発

・ARTシステム統合化開発
ART要素技術インプリ、管理システム等

①次世代都市交通システム

１．次世代都市交通システム・自動走行技術の活用

※表中「東京大会」は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を指す。以下、同じ。
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③隊列走行の実現

実施場所検討

技術・制度環境検討

事業運行

東
京
大
会

事業モデル検討

2018年度 2020年度2019年度2017年度2015年度 2016年度

実施場所検討

技術・制度環境検討

事業運行

東
京
大
会

事業モデル検討

2018年度 2020年度2019年度2017年度2015年度 2016年度

・事業モデルの明確化を推進

・実施場所を選定

・技術の安全性の検証・改良等を実施

・可能なものから実証事業開始

１．次世代都市交通システム・自動走行技術の活用

②高齢者等の移動手段の確保

・可能なものから実証事業開始

・事業モデルの明確化を推進

・実施場所を選定

・技術の開発・安全性の検証・改良等を実施
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

東
京
大
会

・再生可能エネルギーを活用した水素製造技術の開発

・テスト稼働

事業計画
策定

開発・実証・
導入

テスト稼働

・事業計画策定

・効率的な水素輸送方法の確立

・燃料電池バス等の開発・普及

・水素ステーションの計画的な整備

・規制改革等の制度整備

２．分散型エネルギーの活用によるエネルギー・環境課題の解決

①再生可能エネルギー由来のＣＯ２フリー水素の利用
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

東
京
大
会

・分散する蓄電池等の群制御技術の確立

・テスト稼働

事業計画
策定

開発・実証・
導入

テスト稼働

・事業計画策定

・蓄電池技術の高性能化、長寿命化

・気象観測・予測データの活用による安定的な電力供給

・需要家側エネルギー資源の活用に向けた環境整備

２．分散型エネルギーの活用によるエネルギー・環境課題の解決

②革新的エネルギーマネジメントシステムの確立
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2018年度 2020年度2019年度2017年度2015年度 2016年度

2018年度 2020年度2019年度2017年度2015年度 2016年度

３．先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会の実現

②ロボット社会実装プロジェクト（自律移動型ロボット）

ユースケース公募、事業者選定、
ルールの検討 公募

・市街地等の日
常の環境に実
装

・ＰＤＣＡを回し
ルールを改訂

最新ルールに
基づきロボットを
随時公募・活用

「先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会体験プロジェクト」（文部科学省）と連携の上、
・当該社会実装プロジェクトにおける自律移動に関するルールも見据えた技術開発の実施
・台場及び晴海地区における実証

参加
機関
の公
募

協議会
の立ち
上げ

社会実装

・各参加機関ごとに実証を行い
ながら技術開発を実施

実用化
のため
の実証

参加機関による技術開発
・パーソナルモビリティ
・自動運転
・サイネージ
・多言語翻訳
・案内ロボット
・ロボットスーツ 等

必要に応じ規制・制度改革

ロボット社会実装プロジェクト（②自律移動型ロボット、③空港ロボット）と連携の上、一体的に推進

東
京
大
会

①先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会体験プロジェクト

世界最先端
の自律移動
型ロボットが
あふれる環
境の実現へ
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東
京
大
会

2018年度 2020年度2019年度2017年度2015年度 2016年度

ユースケース公募、事業者選定、
ルールの検討

公募

• 空港に実装
• ＰＤＣＡを回し
ルールを改訂

最新ルールに基
づきロボットを随
時公募・活用

世界最先端の
ロボットがあふ
れる空港の実
現へ

「先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会体験プロジェクト」（文部科学省）と連携の上、
当該社会実装プロジェクトにおける空港でのロボット活用に関するルールも見据えた技術開発の実施

③ロボット社会実装プロジェクト（空港ロボット）

３．先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会の実現
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

東
京
大
会

・医療渡航支援企業を介した外国人患者の受入れを促進
・進捗状況を踏まえた見直し、更なる促進

日本の医療及び上記取組の海外へのＰＲ

海外に発信したい日本の医療を実際に体験してもらう拠点
（既存の医療機関等）をショーケース化

・認証機関による医療渡航支援企業の認証制度運用
・認証機関による業界全体のレベルアップを目指した人材教育の実施
・進捗状況を踏まえた見直し、更なる取組

国際展開
TFインバウ
ンドWGにて
「医療渡航
支援企業
（仮称）」の
認証ガイド
ラインの策
定

外国人患者の受
入れを行う「日本
国際病院（仮称）」
のリスト化、HP等
作成

４．高品質な日本式医療サービス・技術の国際展開（医療のインバウンド）
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

東
京
大
会

地域資源の磨き上げ、滞在プログラムを提供する仕組みづくり
・地域資源を活用した新商品・サービスの開発・提供
・日本食・食文化、農山漁村等の魅力活用
・文化財の保存・整備・活用、地域の歴史的まちなみ等の活用
・地域の自然を活かしたエコツーリズムの推進 等

ICTを活用した訪日外国人旅行者拡大に向けた環境整備（対象地域におけるICT化推進）
・Wi-Fiの整備・充実
・多言語対応 等

・ビジットジャパン事業による海外への地域の魅力発信、クールジャパンとの連携
・地域の魅力を伝える放送コンテンツ等の発信
・文化プログラムを活用した日本文化の発信 等

エリア選定方法検討

エリア選定・確定

日本版DMOの立上げ、取組体制整備

カード・アプリによる「ストレスフリー」な環境整備

日本版
ＤＭＯ

観光資源の
磨上げ

ストレス
フリーの
環境整備

海外への
情報発信

・各省連携
・部局横断
プロジェクト
チーム発足

５．観光立国のショーケース化

①観光地域
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

分かりやすい
案内情報
提供の推進

心の
バリアフリー

公共交通機関等
における

バリアフリー化

・オリ・パラに向けた
バリアフリー化調査

・2015年度のバリアフリー化調査の結果等を踏まえ、
-空港からのアクセスルート
-競技会場周辺
-主要ターミナルや観光スポット
における面的・一体的なバリアフリー化の推進

・バリアフリールート等の情報提供の充実
-ICTオープンデータプラットフォームの構築

• 情報提供設備の
調査

• 2017年度、2018年度の調査結果等を踏まえ、ピクトグラムや
デジタルサイネージを活用した新しい案内表示の導入支援

• 案内表示の統一
化、ピクトグラム
の新規作成等に
向けた調査

• 作成したピクトグ
ラムのＪＩＳ化に向
けた調整

・ＩＣＴオープンデータ環境の整備支援 等

・デジタルサイネージの普及

• デジタルサイネージ
による使用言語等の
属性に応じた情報提供
機能の拡大の検討
-災害情報の一斉配信
-美術館のクーポン入手
等

・心のバリアフリーに関する
国民的な運動の展開

• 一般国民に対する
普及・啓発 活動

• 公共交通事業者
の職員教育を通じ
た接遇の向上

東
京
大
会

５．観光立国のショーケース化

②東京
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

空港を
ゲートウェイ
にした様々な
コンテンツの

発信

※同様の取組を成田空港・羽田空港以外の地方の空港に波及させる。

世界最先端の
トイレ

・トイレの質の向上に向けた普及・啓発
・トイレの質の向上
の検討

鉄道・バス
による

アクセスの
改善

・国家戦略特区（東京圏（注））における空港アクセスバス事業の推進（運賃の柔軟な設定等）、
深夜早朝時間帯におけるバスアクセスの利便性向上等を通じたバスアクセスの更なる充実
（注）東京都９区、神奈川県、千葉県成田市

• 交通政策審議会
鉄道部会における
検討

• 羽田空港の深夜早朝時間帯におけるバスアクセスの更なる
充実に向けた取組

・デジタルサイネージの普及 等

• デジタルサイネージによる
訪日外国人旅行者への観
光情報の提供

• 空港におけるロボット活用
に向けた検討 等

５．観光立国のショーケース化

③成田空港・羽田空港

・空港アクセスの改善に向けた取組
東
京
大
会
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2017年度 2020年度2015年度 2016年度 2018年度 2019年度

東京大会
Japan 

Business 
Conference
の開催

Regional 
Business 

Conference
の開催

グローバル
ベンチャー
サミットの開催

2020年倍増目標（19.2兆円→35兆円）の達成に向け、政府の取組強化
ビジネス環境改善（商品力強化）
「５つの約束」、規制制度改革、国家戦略特区、開業ワンストップセンター

Japan Business 
Conferenceの
開催

ラグビーＷ杯リオ五輪

地方拠点強化税制の活用

ジェトロによる支援
・上記事業に対する支援メニューを用意し、自治体が利用
・貿易情報センターを活用、支援体制を強化

・強み・弱みの把握/誘致戦略の策定
地方経済の分析（重点分野の特定）、インセンティブなど誘致体制作り等

・トップセールス・情報発信
海外セミナー開催、メディア招聘・視察ツアー実施等

・個別企業へのアプローチ
ターゲット企業の選定、投資計画提案等

・立地支援・フォローアップ
企業招聘・視察、拠点設立支援、地元中堅・中小企業とのネットワーキング等

Regional Business Conference
の開催

各種派遣プログラムを発展させながら、複数の国際ビジネスマッチング企画との提携関係を構築
グローバルベン
チャーサミットの
開催

★ スポーツ・文化・ワールドフォーラムの開催

６．対日直接投資の拡大に向けた誘致方策


